
一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題 

（令和８年７月２２日） 

 

受験番号                  

  申請者（法人）名               

受験者の氏名                

 

 

 

 

 

Ⅰ．次の記述のうち、正しいものには○を、誤っているものには×を

（   ）内に記入してください。 

 

問１.【貨物自動車運送事業法】 

 国土交通大臣が標準運送約款を定めて公示した場合（これを変更して

公示した場合を含む。）において、一般貨物自動車運送事業者が、標準運

送約款と同一の運送約款を定め、又は現に定めている運送約款を標準運

送約款と同一のものに変更したときは、その運送約款については、国土

交通大臣の認可を受けたものとみなす。 

（   ） 

 

問２.【道路交通法】 

車両は、駐車する場合に当該車両の右側の道路上に３．５メートル(道

路標識等により距離が指定されているときは、その距離)以上の余地がな

いこととなる場所においては、駐車してはならない。ただし、貨物の積

卸しを行なう場合で運転者がその車両を離れないとき、若しくは運転者

がその車両を離れたが直ちに運転に従事することができる状態にあると

き、又は傷病者の救護のためやむを得ないときは、この限りでない。 

 

（   ） 

 

 

（注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、文言等を一部省略し

ている場合があります。 



問３.【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者は、事業計画の変更（国土交通省令で定め

る軽微な事項に関する事業計画の変更ものを除く。）をしようとするとき

は、国土交通大臣にあらかじめ届けなければならない。 

（   ） 

 

問４.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の業務を終了した運転

者に対し、対面により点呼を行い、当該乗務に係る事業用自動車、道路

及び運行の状況並びに他の運転者と交替した場合にあってはその通告に

ついて報告を求め、及び酒気帯びの有無について確認を行わなければな

らない。なお、運行管理者（補助者）の勤務時間等の都合による場合

は、対面に代えて電話による点呼等を行うこともできる。 

（   ） 

 

問５.【道路交通法】 

車両の運転者は、乗車又は積載のために設備された場所以外の場所に

乗車させ又は積載をして運転してはならない。ただし、貨物自動車で貨

物を積載しているものは、当該貨物を看守するため必要な最小限度の人

員をその荷台に乗車させて運転することができる。 

                          （   ） 

 

問６.【道路交通法】 

警察官は、整備不良車両に該当すると認められる車両（軽車両を除く。

以下この問において同じ。）が運転されているときは、当該車両を停止さ

せ、並びに当該車両の運転者に対し、自動車検査証その他政令で定める書

類等の提示を求め、当該車両の装置について検査をすることができる。 

                            （      ） 

 

問７.【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の安全の確保に関

する業務を行わせるため、運行管理者基礎講習を受けている者のうちか

ら、運行管理者を選任しなければならない。 



（   ） 

 

問８.【貨物自動車運送事業法施行規則】 

国土交通大臣は、法第３条の規定による許可の申請が法第６条第３号

に掲げる基準に適合するかどうかを審査するに当たっては、健康保険法

等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の支払能力や、貨物の

運送に関し支払うことのある損害賠償の支払能力に関しては審査しない

ものとする。 

（   ） 

 

問９.【労働基準法】 

この法律で定める労働条件の基準は標準のものであるから、労働関係

の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならないこ

とはもとより、その向上を図るように努めなければならない。 

                           （      ） 

 

問１０.【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者たる法人の合併及び分割は、国土交通大臣の

認可を受けなければ、その効力を生じない。ただし、一般貨物自動車運送

事業者たる法人と一般貨物自動車運送事業を経営しない法人が合併をす

る場合において一般貨物自動車運送事業者たる法人が存続するとき又は

一般貨物自動車運送事業者たる法人が分割をする場合において一般貨物

自動車運送事業を承継させないときは、この限りではない。   

                           （   ）               

 

問１１.【自動車事故報告規則】 

一般貨物自動車運送事業者は、その使用する自動車について２人以上の

死者を生じた事故があったときは、電話その他適当な方法により、２４時

間以内においてできる限り速やかに、その事故の概要を運輸支局長等に速

報しなければならない。 

                         （      ） 

 

 



問１２.【労働安全衛生法】 

事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を

守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場

における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。ま

た、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するよ

うにしなければならない。 

                               （      ） 

 

問１３.【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者は、①事業用自動車を保管することができ

る自動車車庫の整備及び管理に関する事項、②健康保険法（大正１１年

法律第７０号）等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の納付

その他の事業の適正な運営に関する事項、③その他、公正な取引に係る

事項以外の事項であってその事業を適確に遂行するために必要な事項に

関し国土交通省令で定める基準を遵守しなければならない。 

                               （     ） 

 

問１４.【貨物自動車運送事業報告規則】 

一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更したとき

は、運賃及び料金の設定又は変更後６０日以内に、運賃料金設定（変

更）届出書を提出しなければならない。 

（    ） 

 

問１５.【貨物自動車運送事業法】 

国土交通大臣は、運行管理者資格者証の返納を命ぜられ、その日から

３年を経過しない者に対しては、運行管理者資格者証の交付を行わない

ことができる。 

（   ） 

 

問１６.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る運転者の業務に

ついて、当該業務を行った自動車ごとに必要な事項を記録させ、かつ、

その記録を１年間保存しなければならない。 



（   ） 

 

問１７.【道路運送法】 

事業用の貨物自動車を使用する者は、その自動車の外側に、荷主の氏名、

名称又は記号その他国土交通省令で定める事項を見やすいように表示し

なければならない。 

                            （      ） 

 

問１８.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 事業者は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。）の運行を管理する

営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自動車の数を３０で

除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。）に１を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなければ

ならない。ただし、５両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所で

あって、地方運輸局が認めるものについては、この限りではない。 

（   ） 

 

問１９.【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】 

この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事

業者と結合し、若しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを

問わず、他の事業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公

共の利益に反して、一定の取引分野における競争を促進することをい

う。                             （   ） 

 

問２０.【道路運送車両法】 

自動車運送事業の用に供する自動車の使用者は、六月の期間ごとに国

土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならな

い。 

                  （   ） 

 

問２１.【貨物自動車運送事業法】 

真荷主（自らの事業に関して貨物自動車運送事業者との間で運送契約を

締結して貨物の運送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者以外の



ものをいう。）及び一般貨物自動車運送事業者は、運送契約を締結すると

きは、国土交通省令で定める場合を除き、運送の役務の内容及びその対価

を書面に記載又は口頭で相互に交付しなければならない。 

（    ） 

 

問２２.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

一般貨物自動車運送事業者等は車両総重量が７トン以上かつ最大積載

量が４トン以上の普通自動車である事業用自動車に係る運転者等の業務

について、当該事業用自動車の瞬間速度、運行距離及び運行時間を運行

記録計に記録し、かつ、その記録を一年間保存しなければならない。 

  （   ） 

 

問２３.【貨物自動車運送事業法】 

 一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金、運送約款その他国土交

通省令で定める事項を事業用自動車内において公衆に見やすいように掲

示しなければならない。 

（   ） 

 

問２４.【労働基準法】 

使用者は、労働者が出産、疾病、災害その他厚生労働省令で定める非

常の場合の費用に充てるために請求する場合においては、支払期日前で

あっても、既往の労働に対する賃金を支払うことができる。 

    （    ） 

 

問２５.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る事故が発生した

場合には、貨物自動車運送事業輸送安全規則に掲げる事項を記録し、そ

の記録を主たる事務所において３年間保存しなければならない。 

（   ） 

 

問２６.【貨物自動車運送事業法】 

 国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業者に事業用自動車の使用の

停止又は事業の停止を命じたときは、当該事業用自動車の道路運送車両



法による自動車検査証を国土交通大臣に返納し、又は当該事業用自動車

の同法による自動車登録番号標及びその封印を取り外した上、その自動

車登録番号標について国土交通大臣の領置を受けるべきことを命ずるこ

とができる。 

   （   ） 

 

問２７.【道路交通法】 

車両等の運転者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又は

この法律の規定に基づく処分に違反した場合において、当該違反が当該

違反に係る車両等の使用者の業務に関してなされたものであると認める

ときは、公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、当該車両等の

使用者が道路運送法の規定による自動車運送事業者、貨物利用運送事業

法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者又は軌道法の規定

による軌道の事業者であるときは当該事業者及び当該事業を監督する行

政庁に対し、当該車両等の使用者がこれらの事業者以外の者であるとき

は当該車両等の運転者に対し、当該違反の内容を通知するものとする。              

                          （   ） 

 

Ⅱ．次の問２８から問３０の文章の指示に従って、設問に答えてくださ

い。 

問２８.【貨物自動車運送事業法施行規則】 

 一般貨物自動車運送事業者が国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部

長又は運輸支局長に届け出なければならない場合として誤っているもの

を次のア～ウの中から１つ選び、（  ）内に記入してください。 

ア．資本金の額を変更した場合 

イ．一般貨物自動車運送事業者が運輸を開始した場合 

ウ．法人であって、役員又は社員に変更があった場合 

                          （       ） 

 

問２９.【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】 

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及

び運転時間については、労働省告示（平成元年２月９日労働省告示第７

号、最終改正：令和４年１２月２３日厚生労働省告示３６７号）によっ



て定められています。次の中から誤っているものを全て選び、（  ）に

記入してください。【完全解答式】 

ア．拘束時間は、１箇月について２９３時間超えないものとするこ

と。 

イ．１日についての拘束時間は、１０時間を超えないものとし、当該

拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は、１３時間

とすること。 

ウ．勤務終了後、継続１１時間以上の休息期間を与えるよう努めなけ

ればならない。 

エ．運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、２週間を平均し１

週間当たり４４時間を超えないものとすること。 

オ．連続運転時間は、４時間を超えないものとすること。 

                      （        ）  

 

問３０.【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、貨物自動車運送事業輸送安全規則で

定める運転者に対して、国土交通大臣が告示で定めるところにより、事

業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき事項について特別

な指導を行い、かつ、国土交通大臣が認定する適性診断を受けさせなけ

ればならないことになっています。対象となる運転として正しいものに

は○を、そうでないものには×を（  ）内に記入してください。 

【完全解答式】 

ア．死者又は負傷者が生じた事故を引き起こした者   （   ） 

イ．運転免許証の更新を行った者           （   ） 

ウ．高齢者（６５才以上の者をいう。）         （   ） 

 



一般貨物自動車運送事業の経営許可申請等に係る法令試験問題 

（令和８年７月２２日） 

 

受験番号                  

  申請者（法人）名               

受験者の氏名                

 

 

 

 

 

Ⅰ．次の記述のうち、正しいものには○を、誤っているものには×を

（   ）内に記入してください。 

 

問１. （運送約款）【貨物自動車運送事業法】 

 国土交通大臣が標準運送約款を定めて公示した場合（これを変更して

公示した場合を含む。）において、一般貨物自動車運送事業者が、標準運

送約款と同一の運送約款を定め、又は現に定めている運送約款を標準運

送約款と同一のものに変更したときは、その運送約款については、国土

交通大臣の認可を受けたものとみなす。 

（第１０条第３項）                  （ ○ ） 

 

問２.（駐車を禁止する場所)【道路交通法】 

車両は、駐車する場合に当該車両の右側の道路上に３．５メートル(道

路標識等により距離が指定されているときは、その距離)以上の余地がな

いこととなる場所においては、駐車してはならない。ただし、貨物の積

卸しを行なう場合で運転者がその車両を離れないとき、若しくは運転者

がその車両を離れたが直ちに運転に従事することができる状態にあると

き、又は傷病者の救護のためやむを得ないときは、この限りでない。 

 

（第４５条第２項）                  （ ○ ） 

 

 

（注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、文言等を一部省略し

ている場合があります。 



 

 

問３.（事業計画）【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者は、事業計画の変更（国土交通省令で定め

る軽微な事項に関する事業計画の変更ものを除く。）をしようとするとき

は、国土交通大臣にあらかじめ届けなければならない。 

（第９条第１項、３項）                （ × ） 

 

問４. （点呼等）【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の業務を終了した運転

者に対し、対面により点呼を行い、当該乗務に係る事業用自動車、道路

及び運行の状況並びに他の運転者と交替した場合にあってはその通告に

ついて報告を求め、及び酒気帯びの有無について確認を行わなければな

らない。なお、運行管理者（補助者）の勤務時間等の都合による場合

は、対面に代えて電話による点呼等を行うこともできる。 

（第７条第１項、第２項）               （ × ） 

 

問５（乗車又は積載の方法）【道路交通法】 

車両の運転者は、乗車又は積載のために設備された場所以外の場所に乗車さ

せ又は積載をして運転してはならない。ただし、貨物自動車で貨物を積載して

いるものは、当該貨物を看守するため必要な最小限度の人員をその荷台に乗車

させて運転することができる。                                 

（第５５条第１項）                   （ ○ ） 

 

問６（車両の検査等）【道路交通法】 

警察官は、整備不良車両に該当すると認められる車両（軽車両を除く。

以下この問において同じ。）が運転されているときは、当該車両を停止さ

せ、並びに当該車両の運転者に対し、自動車検査証その他政令で定める書

類等の提示を求め、当該車両の装置について検査をすることができる。 

 （第６３条）                     （   〇   ） 

 

問７（運行管理者）【貨物自動車運送事業法】 



一般貨物自動車運送事業者は、事業用自動車の運行の安全の確保に関

する業務を行わせるため、運行管理者基礎講習を受けている者のうちか

ら、運行管理者を選任しなければならない。 

（第１６条第１項）基礎講習→資格者証の交付      （ × ） 

 

問８（事業の遂行能力の審査）【貨物自動車運送事業法施行規則】 

国土交通大臣は、法第３条の規定による許可の申請が法第６条第３号

に掲げる基準に適合するかどうかを審査するに当たっては、健康保険法

等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の支払能力や、貨物の

運送に関し支払うことのある損害賠償の支払能力に関しては審査しない

ものとする。 

（第３条の６第２号、第３号）審査するものとする    （ × ） 

 

問９（労働条件の原則）【労働基準法】 

この法律で定める労働条件の基準は標準のものであるから、労働関係

の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならないこ

とはもとより、その向上を図るように努めなければならない。 

（第１条第２項）標準→最低              （  ×  ） 

 

問１０（事業の譲渡及び譲受け等）【貨物自動車運送事業法】 

 一般貨物自動車運送事業者たる法人の合併及び分割は、国土交通大臣

の認可を受けなければ、その効力を生じない。ただし、一般貨物自動車

運送事業者たる法人と一般貨物自動車運送事業を経営しない法人が合併

をする場合において一般貨物自動車運送事業者たる法人が存続するとき

又は一般貨物自動車運送事業者たる法人が分割をする場合において一般

貨物自動車運送事業を承継させないときは、この限りではない。 

（第３０条第２項）                  （ ○ ） 

 

問１１（速報）【自動車事故報告規則】 

一般貨物自動車運送事業者は、その使用する自動車について２人以上の

死者を生じた事故があったときは、電話その他適当な方法により、２４時

間以内においてできる限り速やかに、その事故の概要を運輸支局長等に速

報しなければならない。 



（第４条）                          （   〇   ） 

 

問１２（事業者等の責務）【労働安全衛生法】 

事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を

守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場

における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。ま

た、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するよ

うにしなければならない。 

（第３条第１項）                     （   ○   ） 

 

問１３（事業の適確な遂行）【貨物自動車運送事業法】 

一般貨物自動車運送事業者は、①事業用自動車を保管することができ

る自動車車庫の整備及び管理に関する事項、②健康保険法（大正１１年

法律第７０号）等の定めるところにより納付義務を負う保険料等の納付

その他の事業の適正な運営に関する事項、③その他、公正な取引に係る

事項以外の事項であってその事業を適確に遂行するために必要な事項に

関し国土交通省令で定める基準を遵守しなければならない。 

 （第２５条） 

  誤：公正な取引 正：輸送の安全          （  ×  ） 

 

 

問１４（運賃及び料金の届出）【貨物自動車運送事業報告規則】 

一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金を定め又は変更したとき

は、運賃及び料金の設定又は変更後６０日以内に、運賃料金設定（変

更）届出書を提出しなければならない。 

誤：６０日以内 正：３０日以内（第２条の２）     （ × ） 

 

問１５（運行管理者資格者証）【貨物自動車運送事業法】 

国土交通大臣は、運行管理者資格者証の返納を命ぜられ、その日から

３年を経過しない者に対しては、運行管理者資格者証の交付を行わない

ことができる。 

（第１７条第２項第１号）３年→５年を経過しない者   （ × ） 

 



 

問１６（業務の記録）【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る運転者の業務に

ついて、当該業務を行った自動車ごとに必要な事項を記録させ、かつ、

その記録を１年間保存しなければならない。 

（第８条第１項）自動車ごと→運転者ごと        （ × ） 

 

問１７（自動車に関する表示）【道路運送法】 

事業用の貨物自動車を使用する者は、その自動車の外側に、荷主の氏名、

名称又は記号その他国土交通省令で定める事項を見やすいように表示し

なければならない。 

（第 95条）荷主→使用者                （   ×   ） 

 

問１８（運行管理者等の選任）【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 事業者は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。）の運行を管理する

営業所ごとに、当該営業所が運行を管理する事業用自動車の数を３０で

除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。）に１を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなければ

ならない。ただし、５両未満の事業用自動車の運行を管理する営業所で

あって、地方運輸局が認めるものについては、この限りではない。 

（第１８条第１項）                  （ ○ ） 

 

問１９（定義）【私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律】 

この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事

業者と結合し、若しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを

問わず、他の事業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公

共の利益に反して、一定の取引分野における競争を促進することをい

う。 

（第２条第５項）  誤：促進 正：実質的に制限      （ × ） 

 

問２０.（定期点検整備）【道路運送車両法】 



自動車運送事業の用に供する自動車の使用者は、六月の期間ごとに国

土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点検しなければならな

い。 

（第４８条） 誤：六月 正：三月            （ × ） 

 

問２１（書面の交付）【貨物自動車運送事業法】 

真荷主（自らの事業に関して貨物自動車運送事業者との間で運送契約を

締結して貨物の運送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者以外の

ものをいう。）及び一般貨物自動車運送事業者は、運送契約を締結すると

きは、国土交通省令で定める場合を除き、運送の役務の内容及びその対価

を書面に記載又は口頭で相互に交付しなければならない。 

（第１２条第１項）             口頭は認められない（ ×  ） 

 

問２２.（運行記録計による記録）【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

一般貨物自動車運送事業者等は車両総重量が７トン以上かつ最大積載

量が４トン以上の普通自動車である事業用自動車に係る運転者等の業務

について、当該事業用自動車の瞬間速度、運行距離及び運行時間を運行

記録計に記録し、かつ、その記録を一年間保存しなければならない。 

（第９条）誤：７トン以上かつ・・正：７トン以上又は・・（ × ） 

 

問２３（運賃及び料金等の掲示）【貨物自動車運送事業法】 

 一般貨物自動車運送事業者は、運賃及び料金、運送約款その他国土交

通省令で定める事項を事業用自動車内において公衆に見やすいように掲

示しなければならない。 

（第１１条）主たる事務所その他の営業所において    （ × ） 

 

問２４（非常時払）【労働基準法】 

使用者は、労働者が出産、疾病、災害その他厚生労働省令で定める非

常の場合の費用に充てるために請求する場合においては、支払期日前で

あっても、既往の労働に対する賃金を支払うことができる。 

（第２５条） 

誤：支払うことができる。正：支払わなければならない。（  ×  ） 

 



問２５（事故の記録）【貨物自動車運送事業輸送安全規則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、事業用自動車に係る事故が発生した

場合には、貨物自動車運送事業輸送安全規則に掲げる事項を記録し、そ

の記録を主たる事務所において３年間保存しなければならない。 

（第９条の２） 誤：主たる事務所において  

正：当該事業用自動車の運行を管理する営業所     （ × ） 
 

問２６（許可の取消し等）【貨物自動車運送事業法】 

 国土交通大臣は、一般貨物自動車運送事業者に事業用自動車の使用の

停止又は事業の停止を命じたときは、当該事業用自動車の道路運送車両

法による自動車検査証を国土交通大臣に返納し、又は当該事業用自動車

の同法による自動車登録番号標及びその封印を取り外した上、その自動

車登録番号標について国土交通大臣の領置を受けるべきことを命ずるこ

とができる。 

 （第３４条第１項）               （ ○ ） 

 

問２７（使用者に対する通知）【道路交通法】 

車両等の運転者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又は

この法律の規定に基づく処分に違反した場合において、当該違反が当該

違反に係る車両等の使用者の業務に関してなされたものであると認める

ときは、公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、当該車両等の

使用者が道路運送法の規定による自動車運送事業者、貨物利用運送事業

法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者又は軌道法の規定

による軌道の事業者であるときは当該事業者及び当該事業を監督する行

政庁に対し、当該車両等の使用者がこれらの事業者以外の者であるとき

は当該車両等の運転者に対し、当該違反の内容を通知するものとする。

（第１０８条の３４） 当該車両等の運転者に対し→当該車両等の使用

者に対し                     （   ×   ） 

 

Ⅱ．次の問２８から問３０の文章の指示に従って、設問に答えてくださ

い。 

問２８（届出）【貨物自動車運送事業法施行規則】 



 一般貨物自動車運送事業者が国土交通大臣、地方運輸局長、運輸監理部

長又は運輸支局長に届け出なければならない場合として誤っているもの

を次のア～ウの中から１つ選び、（  ）内に記入してください。 

ア．資本金の額を変更した場合 

イ．一般貨物自動車運送事業者が運輸を開始した場合 

ウ．法人であって、役員又は社員に変更があった場合 

 （第 44条 1項）                  （   ア   ） 

 

問２９（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

 【自動車運転者の労働時間等の改善のための基準】 

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及

び運転時間については、労働省告示（平成元年２月９日労働省告示第７

号、最終改正：令和４年１２月２３日厚生労働省告示３６７号）によっ

て定められています。次の中から誤っているものを選び、（  ）に記入

してください。【完全解答式】 

（第４条）（正）ア．２８４時間 イ．１３時間、１５時間 

ア．拘束時間は、１箇月について２９３時間超えないものとするこ

と。 

イ．１日についての拘束時間は、１０時間を超えないものとし、当該

拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は、１３時間

とすること。 

ウ．勤務終了後、継続１１時間以上の休息期間を与えるよう努めなけ

ればならない。 

エ．運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、２週間を平均し１

週間当たり４４時間を超えないものとすること。 

オ．連続運転時間は、４時間を超えないものとすること。 

                      （  ア、イ   ）  

 

問３０（従業員に対する指導及び監督）【貨物自動車運送事業輸送安全規

則】 

 一般貨物自動車運送事業者等は、貨物自動車運送事業輸送安全規則で

定める運転者に対して、国土交通大臣が告示で定めるところにより、事

業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき事項について特別



な指導を行い、かつ、国土交通大臣が認定する適性診断を受けさせなけ

ればならないことになっています。対象となる運転として正しいものに

は○を、そうでないものには×を（  ）内に記入してください。 

【完全解答式】 

（第１０条第２項） 

ア．死者又は負傷者が生じた事故を引き起こした者   （ ○ ） 

イ．運転免許証の更新を行った者           （ × ） 

ウ．高齢者（６５才以上の者をいう。）         （ ○ ） 

 



単位：人

※「受験者数」は欠席者を含む。

令和８年７月２２日に行いました貨物自動車運送事業法令試験の合格者は以下のとおりです。

合格者数 15

受験者数 21

一般貨物自動車運送事業経営許可申請等に伴う法令試験の受験者数及び合格者数

R8.7.22


